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(57)【要約】
【課題】有機性排水に含まれる油脂を高度に分解し、有
機性排水を十分に処理できる排水処理装置を提供するこ
と。
【解決手段】本発明に係る排水処理装置１０は、油脂含
有排水を処理するためのものであって、排水から油脂を
分離するとともに、油脂の含有量が低減された分離水を
得る油脂分離手段３と、分離水に含まれる有機物をメタ
ン発酵処理する上向流式嫌気性処理槽８と、油脂分離手
段３によって分離された油脂及びこれを分解するための
菌体を収容し、当該油脂を分解処理する油脂分解槽５と
、油脂分解槽５から排出された処理液を固形分６ａと液
体分６ｂとに分離する沈殿槽（固液分離手段）６と、固
形分６ａを油脂分解槽５に返送する固形分返送ラインＬ
７とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　油脂を含有する有機性排水を処理するための排水処理装置であって、
　前記有機性排水から油脂を分離するとともに、油脂の含有量が低減された分離水を得る
油脂分離手段と、
　前記分離水に含まれる有機物をメタン発酵処理する上向流式嫌気性処理槽と、
　前記油脂分離手段によって分離された油脂及びこれを分解するための菌体を収容し、当
該油脂を分解処理する油脂分解槽と、
　前記油脂分解槽から排出された処理液を固形分と液体分とに分離する固液分離手段と、
　前記固形分を前記油脂分解槽に返送する固形分返送ラインと、
を備えることを特徴とする油脂含有排水処理装置。
【請求項２】
　前記液体分を前記油脂分離手段の上流側に移送する液体分移送ラインを更に備えること
を特徴とする、請求項１記載の油脂含有排水処理装置。
【請求項３】
　前記油脂分解槽は、当該槽内の被処理液に対してアルカリを添加する手段を備えること
を特徴とする、請求項１又は２記載の油脂含有排水処理装置。
【請求項４】
　前記アルカリは水酸化カルシウムであることを特徴とする、請求項３記載の油脂含有排
水処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、油脂を含有する有機性排水を処理するための装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　微生物を利用した排水処理方法として、一般に、好気性菌による好気性処理法及び嫌気
性菌によるメタン発酵処理法（嫌気性処理法）が知られている。好気性処理法は被処理水
に空気を吹き込むためのエネルギーを要するのに対し、メタン発酵処理法は消費エネルギ
ーが少なく、またメタンなどを主成分とするバイオガスを得ることもできる。このため、
メタン発酵処理法は、好気性処理法よりもエネルギー効率の点で有利であるといわれてい
る。また、余剰汚泥の発生量が少ないのもメタン発酵処理法の利点の一つである。
【０００３】
　有機物を高濃度に含む高負荷排水をメタン発酵処理法で処理するため、種々のタイプの
上向流式嫌気性処理槽が開発されている。例えば、ＵＡＳＢ（Upflow　Anaerobic　Sludg
e　Blanket）法やこれを改良したＥＧＳＢ（Expanded　Glanular　Sludge　Bed）法を利
用した処理槽が知られている。これらの上向流式嫌気性処理槽は、グラニュール汚泥と呼
ばれる粒状の汚泥を槽内に収容することができ、被処理水がグラニュール汚泥と接触しな
がら上方に流れることによって、有機物が効率的に分解される。
【０００４】
　ところで、油脂を含有する有機性排水をグラニュール汚泥で処理する場合、油脂がグラ
ニュール汚泥に付着し、これによって排水とグラニュール汚泥との接触効率が低下して有
機物の処理が不十分となりやすい。このような問題を解決する手段として、下記特許文献
１には、上向流式嫌気性処理槽に被処理水を導入するに先立ち、被処理水から油分を分離
し、これをリパーゼ生成菌によって分解する嫌気性処理装置が記載されている。
【０００５】
　また、下記特許文献２には、油脂の分解によって生成する高級脂肪酸がメタン発酵の阻
害要因となることが記載されており、これを防止する観点から、嫌気性処理槽内の高級脂
肪酸濃度を制御しながら油脂含有排水を処理する方法が記載されている。
【特許文献１】特開２００５－２７０８６２号公報
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【特許文献２】特開２００１－３２１７９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記特許文献１に記載の嫌気性処理装置によれば、上向流式嫌気処理槽の前段で油脂を
分離できるため、油脂が上向流式嫌気処理槽内に導入されることによって生じる接触効率
の低下などを未然に防止できる。しかし、当該嫌気性処理装置は、油脂をより一層高度に
分解する点において未だ改善の余地があった。
【０００７】
　すなわち、油脂を分解する酵素を生成する菌体（以下、「酵素生成菌」という。）は、
一般に自己凝集性及び沈降性が乏しいため、処理水とともに分解槽から流出しやすいとい
う性質を有する。仮に、槽内の酵素生成菌の濃度が一定のレベルよりも低下すると、油脂
が分解されずにそのまま後段の嫌気性処理槽に流入したり、あるいは、嫌気性処理槽内に
おいてメタン発酵処理の阻害要因となり得る高級脂肪酸濃度が高くなったりするおそれが
ある。
【０００８】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、有機性排水に含まれる油脂
を高度に分解し、有機性排水を十分に処理できる排水処理装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る油脂含有排水処理装置は、油脂を含有する有機性排水を処理するためのも
のであって、有機性排水から油脂を分離するとともに、油脂の含有量が低減された分離水
を得る油脂分離手段と、分離水に含まれる有機物をメタン発酵処理する上向流式嫌気性処
理槽と、油脂分離手段によって分離された油脂及びこれを分解するための菌体を収容し、
当該油脂を分解処理する油脂分解槽と、油脂分解槽から排出された処理液を固形分と液体
分とに分離する固液分離手段と、固形分を油脂分解槽に返送する固形分返送ラインとを備
える。
【００１０】
　上記構成の排水処理装置によれば、油脂分解槽から処理液とともに流出した酵素生成菌
を固液分離手段及び固形分返送ラインによって油脂分解槽に返送できる。油脂分解槽にお
いて酵素生成菌の濃度を十分に維持できるため、油脂を十分高度に分解できる。
【００１１】
　上記のように、油脂分解槽における処理によって油脂を高度に分解できるため、油脂の
含有量が十分に低減された被処理水を上向流式嫌気性処理槽へと供給できる。これにより
、上向流式嫌気性処理槽内においては、生物汚泥に油脂が付着することなどに起因する問
題を未然に防止することができる。よって、上向流式嫌気性処理槽は、その処理能力を十
分に発揮することができ、高負荷運転も可能となる。
【００１２】
　また、本発明に係る油脂含有排水処理装置は、固液分離手段によって分離された液体分
を油脂分離手段の上流側に移送する第１の液体分移送ラインを更に備えることが好ましい
。固液分離手段によって分離された液体分は第１の液体分移送ラインによって油脂分離手
段の上流側に移送されるため、当該液体中に残存する油脂は油脂分離手段によって分離さ
れ、油脂分解槽へと再度供給される。このようなプロセスを経ることにより、被処理水に
含まれる油脂を十分高度に分解できる。
【００１３】
　本発明に係る油脂含有排水処理装置は、固液分離手段によって分離された液体分を油脂
分離手段の下流側であり且つ上向流式嫌気性処理槽の上流側に移送する第２の液体分移送
ラインを備えたものであってもよい。当該排水処理装置は、油脂の含有量が比較的少ない
有機性排水を処理する場合などに好適である。なお、当該排水処理装置が備える第２の液
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体分移送ラインは液体分を上向流式嫌気性処理槽に供給するためのものであるのに対し、
上述の排水処理装置が備える第１の液体分移送ラインは液体分を油脂分離手段に供給する
ためのものである。固液分離手段によって分離された液体分の移送先が相違する点の他は
、当該排水処理装置の構成及びその効果は、上述の排水処理装置と同様である。
【００１４】
　本発明においては、油脂分解槽は槽内の被処理液に対してアルカリを添加する手段を備
えることが好ましい。被処理液にアルカリを添加することにより、被処理液中に油脂が分
散しやすくなり、酵素生成菌によって生成される酵素と油脂との接触効率が向上し、油脂
の分解速度が向上する。
【００１５】
　油脂分解槽内の被処理液に添加するアルカリは、水酸化カルシウムであることが好まし
い。被処理液に水酸化カルシウムを添加することにより、油脂の分散性の向上効果に加え
、水酸化カルシウムが電離して生じるＣａ２＋によって油脂分解酵素の活性が高められる
という効果が奏される。
【００１６】
　また、被処理液に水酸化カルシウムを添加することによって、油脂分解槽内の二酸化炭
素とＣａ２＋とが反応して不溶性の炭酸カルシウムが生成する。この炭酸カルシウムが酵
素生成菌に付着すると酵素生成菌の比重が高くなる。そうすると、油脂分解槽から酵素生
成菌が流出しにくくなる。また、流出した酵素生成菌についても沈降性が向上しているた
め、固液分離手段として沈殿槽などを採用でき、効率的に分離回収できる。更に、上向流
式嫌気性処理槽内の二酸化炭素とＣａ２＋とが反応して生じた炭酸カルシウムが生じ、当
該槽内の生物汚泥に付着する。このことにより、生物汚泥の浮上や流出が起こりにくくな
り、より一層安定的なメタン発酵処理が可能となる。
【００１７】
　上記の油脂含有排水処理装置によれば、油脂を含有する有機性排水を以下の方法によっ
て処理できる。すなわち、当該装置は、有機性排水から油脂を分離するとともに、油脂の
含有量が低減された分離水を得る油脂分離工程と、分離水に含まれる有機物のメタン発酵
処理を上向流式嫌気性処理槽において行う嫌気性処理工程と、油脂を分解するための菌体
が収容された油脂分解槽に、油脂分離工程で分離した油脂を導入し、当該油脂の分解処理
を行う油脂分解工程と、油脂分解槽から排出された処理液を固形分と液体分とに分離する
固液分離工程と、固形分を油脂分解槽へ返送する固形分返送工程と、液体分を液体分移送
ラインで移送し、当該液体分と油脂分離工程前の有機性排水又は油脂分離工程後の分離水
とを混合する液体分移送工程とを備える排水処理方法を実施できる。
【００１８】
　上記の排水処理方法によれば、固液分離工程及び固形分返送工程を経ることによって、
油脂分解槽から処理液とともに流出した酵素生成菌を当該槽内に返送できる。油脂分解槽
において酵素生成菌の濃度を十分に維持できるため、油脂を十分高度に分解できる。
【００１９】
　上記の通り、油脂分解槽における処理によって油脂を高度に分解できるため、油脂の含
有量が十分に低減された被処理水を上向流式嫌気性処理槽へと供給できる。これにより、
上向流式嫌気性処理槽内においては、生物汚泥に油脂が付着することなどに起因する問題
を未然に防止することができる。よって、上向流式嫌気性処理槽は、その処理能力を十分
に発揮することができ、高負荷運転も可能となる。
【００２０】
　固液分離工程において分離された液体分の移送先、すなわち、当該液体分を油脂分離工
程前の有機性排水又は油脂分離工程後の分離水のいずれと混合するかは、原水に含まれる
油脂濃度などに応じて適宜選択することができる。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、有機性排水に含まれる油脂を高度に分解し、有機性排水を十分に処理
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できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
【００２３】
（油脂含有排水処理装置）
　図１は、本発明の好適な実施形態に係る排水処理装置の構成を示す図である。排水処理
装置１０は、前段の油脂前処理部１０ａと、後段の嫌気性処理部１０ｂとを備える。油脂
前処理部１０ａは、調整槽２と、油脂分離手段３と、油脂分解槽５と、沈殿槽（固液分離
手段）６とを有する。他方、嫌気性処理部１０ｂは、酸生成槽７と、上向流式嫌気性処理
槽８とを備える。以下、各構成要素について説明する。
【００２４】
　油脂前処理部１０ａの調整槽２は、油脂含有排水（以下、場合により単に「排水」とい
う。）を一旦貯留し、油脂分離手段３に移送する水量を調整するためのものである。調整
槽２には、排水（原水）を導入するラインＬ１及び排水を油脂分離手段３へと移送するラ
インＬ２が接続されている。調整槽２から油脂分離手段３へと移送する排水の量は、排水
処理装置１０の処理能力に応じて調整される。なお、調整槽２は、排水に含まれる夾雑物
の除去機能を具備したものであってもよい。
【００２５】
　油脂分離手段３は、ラインＬ２を通じて供給される排水に含まれる油脂を分離するため
のものである。油脂分離手段３として適用可能な装置は、例えば、加圧浮上装置、常圧浮
上装置、油水分離器、オイルトラップ等である。油脂分離手段３には、油脂の含有量が低
減された分離水を油脂分解槽５へと移送するラインＬ３及び分離した油脂を酸生成槽７へ
と移送するラインＬ４が接続されている。
【００２６】
　油脂分解槽５は、ラインＬ３を通じて供給される油脂を分解処理するためのものである
。油脂分解槽５は、槽内に油脂を含む被処理液及び酵素生成菌を収容できるようになって
いる。油脂分解槽５は、槽内の被処理液に添加するアルカリ（例えば、水酸化カルシウム
水溶液）を収容するアルカリ貯槽５ａと、アルカリ貯槽５ａ内のアルカリを油脂分解槽５
へと移送するラインＬ５とを備える。本実施形態においては、アルカリ貯槽５ａ及びライ
ンＬ５によってアルカリ添加手段が構成される。なお、アルカリの添加量は、ラインＬ５
がその途中に備えるポンプ（図示せず）などによって調整すればよい。
【００２７】
　また、油脂分解槽５は、水面近傍の被処理液をラインＬ３内に返送して液相中に供給す
るための循環ポンプ５ｂを備える。水面に浮上しやすい油脂を循環ポンプ５ｂで槽内の液
槽中にくり返し供給することで、油脂を効率的に分解できるという利点がある。また、油
脂分解槽５は、槽内に空気を供給するための散気板５ｃ及びこれに空気を供給するブロア
５ｄなどを備える。油脂分解槽５には、処理液を沈殿槽６へと移送するラインＬ６が接続
されている。
【００２８】
　沈殿槽６は、油脂分解槽５からの処理液を固形分６ａと液体分６ｂとに分離するための
ものである。沈殿槽６は、重力によって固形分を沈降させ、槽の底部に固形分６ａを濃縮
できる構造となっている。沈殿槽６によって分離した固形分６ａは、ライン（固形分返送
ライン）Ｌ７を通じて油脂分解槽５に返送できるようになっている。これにより、油脂分
解槽５の酵素生成菌が高密度に維持される。他方、沈殿槽６から排出される液体分６ｂは
、ライン（液体分移送ライン）Ｌ８を通じて油脂分離手段３の上流側へ移送される。油脂
分離手段３の上流側へと移送された液体分は、再度、油脂分離手段３に導入される。なお
、ラインＬ７は途中でラインＬ７ａが分岐しており、酵素生成菌等の余剰分を適宜排出で
きるようになっている。
【００２９】
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　油脂前処理部１０ａにおける処理を経た分離水は、油脂分離手段３から排出され、ライ
ンＬ４を通じて嫌気性処理部１０ｂへと移送される。
【００３０】
　嫌気性処理部１０ｂの酸生成槽７は、油脂分離手段３から排出された分離水に含まれる
有機物を有機酸に変換するためのものである。分離水に含まれる有機物は、油脂前処理部
１０ａにおける処理によって生成した脂肪酸などの有機物、原水に含まれていた油脂以外
の有機物などである。酸生成槽７は、分離水及び酸発酵菌を収容できるようになっている
。酸生成槽７には、酸発酵処理が施された分離水を上向流式嫌気性処理槽８へと供給する
ラインＬ９が接続されている。
【００３１】
　上向流式嫌気性処理槽８（以下、単に「処理槽８」という。）は、酸生成槽７における
処理によって得られた有機酸をメタン発酵処理するためのものである。処理槽８として適
用可能な処理槽としては、ＵＡＳＢ型の反応槽やＥＧＳＢ型の反応槽を例示できる。処理
槽８は、被処理水及びグラニュール汚泥８ａを収容できるようになっている。処理槽８の
下部にラインＬ９が接続されており、被処理水が槽内をグラニュール汚泥８ａと接触しな
がら、上方に流れるようになっている。
【００３２】
　処理槽８の液面付近にはメタン発酵処理を経た処理液を排出するラインＬ１０が接続さ
れている。他方、処理槽８の上部にはメタン発酵処理によって生成したメタンガスを含む
バイオガスを排出するラインＬ１１が接続されている。
【００３３】
（油脂含有排水の処理方法）
　次に、排水処理装置１０を使用して油脂含有排水を処理する方法について説明する。
【００３４】
　まず、ラインＬ１を通じて調整槽２に油脂含有排水（原水）を導入する。一旦調整槽２
に排水を貯留した後、ラインＬ２を通じて所定量の排水を油脂分離手段３に導入する。な
お、調整槽２からの油脂含有排水及びラインＬ８からの液体分を、ラインＬ２を通じて油
脂分離手段３に導入する。
【００３５】
　油脂分離手段３においては、有機性排水から油脂を分離するとともに、油脂の含有量が
低減された分離水を得る（油脂分離工程）。後段の油脂分解槽５における油脂の分解処理
を効率的に行うため、油脂分離手段３に油脂を高濃度に濃縮することが好ましい。かかる
観点から、ラインＬ３から排出する油脂を含む液の流量Ａと、ラインＬ４から排出する分
離水の流量Ｂとの比率（Ａ／Ｂ）は、１／５～１／２０程度であることが好ましい。
【００３６】
　油脂分離手段３で分離した油脂を含む液を油脂分解槽５に導入し、他方、油脂の含有量
が低減された分離水を酸生成槽７へと導入する。
【００３７】
　油脂分解槽５内において、油脂の分解処理を行う（油脂分解工程）。酵素生成菌を収容
した油脂分解槽５内にラインＬ３を通じて導入し、循環ポンプ５ｂを用いて撹拌すること
によって、酵素生成菌が生じる酵素と油脂とを接触させ、油脂を分解する。散気板５ｃか
ら槽内に空気を吹き込むことによって、酵素生成菌が増殖しやすくなり、油脂の分解速度
が向上するという効果が得られる。油脂分解槽５における処理によって油脂をグリセロー
ル及び脂肪酸（炭素数１６～１８程度）に分解することが好ましい。なお、脂肪酸は炭素
数１６～１８程度のものに限らず、これよりも低級化したもの（炭素数１５以下）を含ん
でもよい。
【００３８】
　油脂分解槽５に収容された被処理液の酵素生成菌の濃度は、２０００～５０００ｍｇ／
Ｌであることが好ましい。酵素生成菌の濃度を上記の範囲に維持することによって、油脂
の分解に必要なリパーゼを十分に生じさせることができる。この場合、被処理液の油脂濃
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度（ｎ－ヘキサン抽出物質濃度）は、１０００～２００００ｍｇ／Ｌ程度であることが好
ましい。
【００３９】
　油脂分解工程においては、油脂分解槽５内の被処理液に対し、ラインＬ５を通じて水酸
化カルシウム（アルカリ）を添加する。油脂の分解効率を高める観点から、水酸化カルシ
ウムを添加することによって、被処理液のｐＨを6．０～９．５とすることが好ましく、
７．０～９．０とすることがより好ましい。
【００４０】
　油脂分解槽５における処理を経た処理液を、ラインＬ６を通じて沈殿槽６に導入する。
沈殿槽６においては、油脂分解槽５から排出された処理液を固形分と液体分とに分離する
（固液分離工程）。酵素生成菌を高濃度で含む固形分６ａを、ラインＬ７を通じて油脂分
解槽５へと返送する（固形分返送工程）。固形分６ａに含まれる酵素生成菌を返送するこ
とにより、油脂分解槽５内の酵素生成菌を高密度に保持できる。
【００４１】
　他方、沈殿槽６から排出された液体分６ｂをラインＬ８で移送し、液体分６ｂとライン
Ｌ２内の排水とを混合する（液体分移送工程）。液体分６ｂを油脂分離手段３の上流側に
移送することにより、液体分６ｂ中に残存する油脂を再度、油脂分離手段３及び油脂分解
槽５へと供給することができ、油脂をより一層高度に分解処理できる。
【００４２】
　また、本実施形態によれば、以下のＡ～Ｅの効果を得ることができる。
Ａ．ラインＬ７を通じて油脂分解槽５に固形分６ａを返送することによって、油脂分解槽
５内の酵素生成菌を高濃度に保持できる。
Ｂ．被処理液を弱アルカリ性にすると、油脂が乳化系に移行しやすくなり、被処理液中に
油脂が分散したエマルションの状態を容易に形成できる。その結果、油脂と油脂分解酵素
との接触効率が高くなり、油脂の分解速度が向上する。
Ｃ．油脂が乳化した乳化系においては、非乳化系と比較し、リパーゼの活性が高くなると
いわれており、油脂の分解速度が向上する。
Ｄ．水酸化カルシウムが電離して生じるＣａ２＋は、リパーゼの活性を高める働きを有す
るため、油脂分解槽５における油脂の分解が促進される。
Ｅ．油脂分解槽５内においてＣａ２＋と二酸化炭素と反応して不溶性の炭酸カルシウムを
生成する。この炭酸カルシウムが酵素生成菌に付着すると酵素生成菌フロックの比重が高
くなる。その結果、油脂分解槽５から酵素生成菌が流出しにくくなるとともに、流出した
酵素生成菌は沈殿槽６によって効率的に分離回収できる。従って、油脂分解槽５内の酵素
生成菌の高濃度に更に保持しやすくなる。
【００４３】
　油脂前処理部１０ａにおける処理を経て油脂分離手段３から排出された分離水を、後段
の嫌気性処理部１０ｂに供給し、分離水に含まれる有機物の分解処理を行う。
【００４４】
　まず、油脂分離手段３から排出された分離水を、ラインＬ４を通じて酸生成槽７に導入
する。分離水は、油脂の分解によって生成したグリセリンや脂肪酸、あるいは原水中に含
まれていた油脂以外の有機物を含有する。酸生成槽７においては、酸発酵処理によって有
機物を炭素数６以下の脂肪酸等の有機酸に分解する。
【００４５】
　なお、酸生成槽７においても、前段の油脂分解槽５にて水酸化カルシウム（アルカリ）
を添加し、ｐＨをアルカリ性側に調整したことによって以下の効果が奏される。すなわち
、弱アルカリ性の分離水を酸生成槽７に供給すると、水中に分散しにくい高級脂肪酸が乳
化系に移行しやすくなり、被処理水中に高級脂肪酸が分散したエマルションの状態を容易
に形成できる。そのため、高級脂肪酸と酸発酵菌との接触効率が高くなり、高級脂肪酸が
中級脂肪酸に分解するとともに、中低級脂肪酸がより低級化する。
【００４６】
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　次に、酸生成槽７における酸発酵処理を経た分離水を、ラインＬ９を通じて処理槽８内
に導入する。処理槽８において、被処理水に含まれる有機物のメタン発酵処理を行う（嫌
気性処理工程）。被処理水が槽の下部から上部へ向けて上昇する間に、グラニュール汚泥
８ａと接触し、中級脂肪酸等の有機酸がメタン発酵によって分解される。処理槽８内にお
いては、グラニュール汚泥８ａに油脂が付着することなどに起因する問題を未然に防止す
ることができる。よって、処理槽８は、その処理能力を十分に発揮することができ、高負
荷運転も可能となる。
【００４７】
　処理槽８内の被処理水は、メタン生成菌による分解処理を好適に行う観点から、ｐＨが
６～９であることが好ましく、６．５～８．５であることがより好ましい。
【００４８】
　なお、処理槽８においても、前段の油脂分解槽５にて水酸化カルシウムを添加したこと
による以下の効果が奏される。すなわち、処理槽８内において、ラインＬ４を通じて供給
される分離水に含まれるＣａ２＋と二酸化炭素とが反応し、不溶性の炭酸カルシウムが生
成する。この炭酸カルシウムがグラニュール汚泥８ａに付着することによって、グラニュ
ール汚泥８ａの比重が高くなる。その結果、グラニュール汚泥８ａの浮上や流出が起こり
にくくなり、より一層安定的なメタン発酵処理が可能となる。
【００４９】
　また、処理槽８における処理は、被処理水が浮遊物質（Suspended　Solid）を多く含む
ものであると、不安定となりやすい。この点に関し、ラインＬ４を通じて処理槽８に供給
される分離水は、油脂分離手段３や沈殿槽６における処理を経たものであるため、処理槽
８に流入するＳＳは十分に低濃度である。従って、処理槽８において安定的に嫌気性処理
を実施できる。
【００５０】
　処理槽８からラインＬ１０を通じて排出される処理水は、排出先の水質基準あるいは用
途に応じて必要な処理が施された後、放流等される。ラインＬ１１を通じて排出されるバ
イオガスは、脱硫処理等を経て、エネルギーとして利用できる。
【００５１】
　本実施形態によれば、有機性排水に含まれる油脂を油脂前処理部１０ａにおける処理に
よって高度に分解できる。このため、油脂の含有量が十分に低減された分離水を後段の嫌
気性処理部１０ｂへと供給できる。よって、嫌気性処理部１０ｂの処理槽８は、その処理
能力を十分に発揮することができ、有機物を十分に分解処理できる。
【００５２】
　以上、本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本発明は上記実施形態に限
定されるものではない。例えば、本発明に係る排水処理装置は、図２に示す構成であって
もよい。
【００５３】
　図２は、本発明に係る排水処理装置の他の実施形態を示す構成図である。同図に示す排
水処理装置２０は、沈殿槽６で分離された液体分６ｂがラインＬ１８を通じて油脂分離手
段３の下流側であり且つ処理槽８の上流側に移送される点において、上述の排水処理装置
１０と相違する。
【００５４】
　液体分６ｂの移送先、すなわち、液体分６ｂを油脂分離工程前の有機性排水又は油脂分
離工程後の分離水のいずれと混合するかは、原水に含まれる油脂濃度などに応じて適宜選
択すればよく、移送先を適宜切り替えることができるようにしてもよい。なお、図１，２
に示す通り、液体分を移送するためのラインＬ８，Ｌ１８は、沈殿槽６とラインＬ２，Ｌ
４とをそれぞれ連通するものであるが、ラインＬ８又はラインＬ１８で移送した液体分を
油脂分離手段３又は酸生成槽７に直接供給してもよい。
【００５５】
　また、上記実施形態では、固液分離手段として沈殿槽６を使用する場合を例示したが、
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これの代わりに、遠心分離機などを使用してもよい。ただし、遠心分離機を使用するより
も沈殿槽６を使用する方が消費エネルギーやコストの点で有利である。
【００５６】
　更に、油脂分解槽５内の被処理液に添加するアルカリは、水酸化カルシウムに限定され
るものではなく、水酸化マグネシウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムなどを使用し
てもよく、これらのアルカリと水酸化カルシウムとを併用してもよい。また、処理槽８か
ら排出される処理水の一部を酸生成槽７へ返送してもよい。なお、油脂分解槽５における
分解の程度や原水の性状によっては、酸生成槽７を必ずしも設置しなくてよい。この場合
、油脂分離手段３からの分離水を処理槽８に直接導入すればよい。
【００５７】
〔油脂含有水の分解実験〕
　表１に示す組成の合成排水を調製し、この合成排水の分解実験を行った。
【表１】

【００５８】
（実験例１）
　容量０．５Ｌの容器内に、上記合成排水０．１Ｌ及び微生物製剤（（株）ゲイト製、商
品名：ＧＳ－Ｉ）を投入した。その後、温度３０℃にて２４時間にわたって攪拌すること
により、油脂含有水の分解実験を行った。なお、実験中、容器内の被処理水のｐＨが９と
なるように水酸化カルシウムを適宜添加した。分解実験後の容器内を目視で観察したとこ
ろ、油膜の残存は認められず、ノルマルヘキサン抽出法によって油脂含有量を測定した結
果、当初３０００ｍｇ／Ｌであった油脂含有量が３００ｍｇ／Ｌとなり、油脂は十分に分
解された。
【００５９】
（実験例２）
　被処理水のｐＨが７となるように、水酸化カルシウムを適宜添加したことの他は、実験
例１と同様にして上記合成排水の分解実験を行った。分解実験後の容器内を目視で観察し
たところ、油膜の残存は認められず、油脂は十分に分解された。
【００６０】
（実験例３）
　被処理水のｐＨが５となるように、水酸化カルシウム又は塩酸を適宜添加したことの他
は、実験例１と同様にして上記合成排水の分解実験を行った。分解実験後の容器内を目視
で観察したところ、油脂の残存が認められた。
【００６１】
（実験例４）
　水酸化カルシウムの代わりに水酸化ナトリウムを添加することによって、被処理水のｐ
Ｈが９となるように調整したことの他は、実験例１と同様にして上記合成排水の分解実験
を行った。分解実験後の容器内を目視で観察したところ、油膜の残存は認められず、ノル
マルヘキサン抽出法によって油脂含有量を測定した結果、当初３０００ｍｇ／Ｌであった
油脂含有量が５００ｍｇ／Ｌとなり、油脂は十分に分解された。
【００６２】
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　以上の実験から、水酸化カルシウムの方が水酸化ナトリウムよりも添加するアルカリと
して適していることが確認できる。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本発明に係る排水処理装置の好適な実施形態を示す構成図である。
【図２】本発明に係る排水処理装置の他の好適な実施形態を示す構成図である。
【符号の説明】
【００６４】
３…油脂分離手段、５…油脂分解槽、６…沈殿槽（固液分離手段）、６ａ…固形分、６ｂ
…液体分、７…酸生成槽、８…上向流式嫌気性処理槽、１０，２０…排水処理装置、１０
ａ…油脂前処理部、１０ｂ…嫌気性処理部、Ｌ７…固形分返送ライン、Ｌ８…液体分移送
ライン。

【図１】 【図２】
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